広島市有害鳥獣駆除対策連絡会議開催要綱
　（開催）
第１条　本市における野生鳥獣の農林水産物に対する被害状況等を的確に把握し、効果的な有害鳥獣駆除の推進を図るため、広島市有害鳥獣駆除対策連絡会議（以下「連絡会議」という。）を開催する。

　（意見聴取等）

第２条　連絡会議において、次の各号に掲げる事項についての意見を聴取するとともに、連絡調整及び情報交換を行う。
⑴　鳥獣による被害発生予察に関すること。
⑵　有害鳥獣駆除実施計画に関すること。
⑶　その他有害鳥獣駆除等に関すること。

　（構成）
第３条　連絡会議は、次に掲げる者の出席をもって開催する。

⑴　地区猟友会会長
⑵　農業協同組合長
⑶　農業共済組合長
⑷　漁業協同組合長
⑸　森林組合長
⑹　鳥獣保護に関する有識者
⑺　広島市経済観光局農林水産部長
⑻　その他関係者

　（会長及び副会長）

第４条　連絡会議の会長及び副会長各１人を置き、出席者の互選によりこれを定める。

２　会長は会議を進行する。

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

４　会長、副会長の任期は２年とする。ただし、再任は妨げない。

　（会議）


第５条　連絡会議は、市長が必要と認めるときに開催する。

２  会議の招集は、協議会開催３日前までに日時、場所及び協議しようとする事項を附して各構成員に通知しなければならない。

３　連絡会議は、公開とする。ただし、市長が必要と認めるときは非公開とすることができる。
４　連絡会議は、必要に応じて関係者に資料の提出を求め、又は関係者の出席を求め、その説明若しくは意見を聴くことができる。
（書面又は代理人による表決）
第６条　やむを得ない理由により総会に出席できない委員は、あらかじめ通知された事項につき、書面又は代理人をもって議決権を行使することができる。
２　前項の書面は、総会の開催の日の前日までに協議会に到着しないときは、無効とする。
３　第１項の代理人は、代理権を証する書面を協議会に提出しなければならない。
４　第１項の規定により議決権を行使した者は、総会に出席したものとみなす。
５　会長は、緊急の必要があるとき又は軽易な事項については、書面により賛否を求め、総会の議決に代えることができる。この場合において、会長はその結果を書面で各委員に通知しなければならない。
　（庶務）
第７条　連絡会議の庶務は、経済観光局農林水産部農林整備課において処理する。
　（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に必要な事項は、経済観光局長が定める。

　附　則
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
　附　則
この要綱は、令和２年３月１２日から施行する。

